
２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

・交付件数
　20,000件

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

手数料
・手数料の徴収
・臨時職員の活用

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

・税務諸証明の迅速な交付

・税務諸証明の迅速な交付 証明書用紙代（改ざん防止）
140,700円

総
合
計
画

地方税法

１　【事務事業の全体概要及び背景】
・交付件数
　20,000件

３　【年度目標】

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

6,000

26年度（目標）

年間請求者
税諸証明等交付請求者

・効率的で迅速な証明交付
証明発行件数

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

対
象
指
標

20,000 20,000

成
果
指
標

19,283

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

担当者名

事業数
部内優先順位

実施計画事務事業

順位

所属部課名

課長名

―

1

市単独

税務課
飯村　茂

打越　久勝

―

２．行政運営
５．市民サービス・行政手続の効率化

H18 単年度繰返し

継続

款 項 目

共催者・関係団体

税務総務事業
細目名 関連計画

根拠法令

　地方税法第20条の10等により，地方団
体の徴収金に関する事項について証明
書を交付する。（所得証明・課税証明・非
課税証明・納税証明・評価証明・公課証
明・所在証明など）
　なお，諸証明の発行にあたり，地方自
治法及び笠間市手数料条例により，所得
証明等については1通300円の手数料を
徴する。

予
算
科
目

会計
一般 総務費 徴税費

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

実施手法
―

負担金の有無

71

17,2502.30

件

千円

25年度（計画） 26年度（計画） 27年度（計画）

2.40

6,000

千円

21,593 20,843

22年度（実績）

1,315

24,213

141

単位

千円

20,965

千円

22年度（実績）

23年度（実績）

6,063

24,361

141

21,106

5,915

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

20,345 20,000

20,00020,000

71

18,750

71148

148

2,772

6,000

20,34519,283

71 71

3.03 22,725 2.62 19,650 2.50

71

18,000 2.10 15,7502.20

71 71

16,500

25年度（目標）24年度（目標）

26年度24年度

1,032 995

20,648

20,000 20,000

20,000

19,898

20,577 19,827

6,000

27年度（目標）

20,000

19,148

19,077

957

20,000

6,000

3,327

職員割合

2,772 3,327

千円

千円

1,488

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

手数料

人
件
費

活
動
指
標

3,327

21,522 20,772

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

評価区分

評価事業

税務総務費

６.人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３．自治を育み，創造的な行財政運営を推進します

税務諸証明交付事務

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

事業費及び指標の推移

71

71

千円

時間外

嘱託臨時

他課の協力分

千円

千円

千円

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

事
業
費

件

年間請求者

証明発行件数

人

25年度

1,0421,080

23年度（実績）

1,045

コスト指標

円

円

28年度27年度単位 22年度（実績）

1,263証明書1通あたりのコスト

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

（予算額）
証明書用紙代（改ざん防止）
70,350円



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

税金の賦課徴収に対して証明するものであり，１件あたりのコストをもとめるものではないが，
新たな削減措置を構築する必要がある。

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

資源配分 縮  　　　　　小

中  　　　　　位

法的に定められた事務であるが、証明書発行コストについては、職員配
置による部分が関係するため、人材の適正配置を検討すると共に臨時
職員等の活用でコストの改善に努める。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

【PLAN】事務事業の計画

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

部内での位置付け

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

その他

③前年度の改革・改善案

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

税の賦課及び収納状況と密接に関係しているため，
他の手段が見当たらない。

・証明書の発行業務を臨時職員で対応
・課税内容等の説明と証明書取得のみの来
訪者の総合窓口での振り分けができないか
検討

①改革・改善案

各種施策の給付事業や減免措置の証明書類のため
廃止は困難である。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

　税・収納システムによって、正確で迅速な対応ができているが、１件当りのコストは，昨年に
比較して下がっているものの手数料に比較して割高となっている。コストが下がっている要因
は，緊急雇用による臨時職員の対応による部分と支所の対応する職員が減少したことによる
が，今後の臨時職員の増員等によりコスト削減の余地はあるものと思われる。

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
地方税法に規定する税証明を交付する義務がある。

地方税法に基づき、交付するものであり，常に親切で迅速な交付を目指しているが，手数料
等の成果を期待するものではない。



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

351土地家屋1件あたりの賦課コスト

57,409棟

159,475筆

866百万円

円 513

28年度27年度単位

395

3,000千円

5,000千円

漏れ家屋調査等による税額

固定資産税還付金

コスト指標

成
果
指
標

円

単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

千円

千円

28,800千円

42,681 28,719 19,518

42,700

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

６.人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３．自治を育み，創造的な行財政運営を推進します

固定資産税賦課事務

目

〃 〃 徴税費
税務総務費

活
動
指
標

461351

23年度（実績）

413

24年度

嘱託臨時

22年度（実績）

千円

事
業
費

28,800

54,525 54,525

指標区分

80筆

80棟漏れ家屋調査

事務事業名

政
策
体
系

政策

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

事業費

事業費及び指標の推移

54,525

5,000

40

5,000

58,000 58,000

8,0008,500

納税通知発送件数

50件　

他課の協力分

単位

償却資産調査

34,000件　

人
件
費

時間外

職員割合

97,225

460

40

80

34,000

30

160,000160,000

共催者・関係団体

所管省庁義務的事業

54,5257.27

実施計画事務事業

根拠法令

順位

地方税法

160,000

34,000

83,325

10,000 9,000

50,661

74,125

54,525 54,525

30

80

27年度（目標）

30

74,043

80

34,000

26年度

58,000

9,500

25年度

5,000

80

34,00034,000

5,000

30

千円

40

25年度（目標）

33,400 39,197

7465

30

22年度（実績）

24

97,225

29

108

8.21 61,575 7.27 54,525

42,681 28,719

7.27

19,600

19,600 42,700

5,000

50,77050,693

13,889

13

64,968

42,700

54,525

3,393

86,995

千円

千円

28年度（計画）23年度（実績） 25年度（計画）22年度（実績）

7.27 54,525

19,518

24年度（計画）

42,700

土地現況調査

24年度（目標）

40

3,751

23年度（実績）

80

107,649

58,276

一部委託 ―

40

54,525 7.27 54,5257.27

実施手法

評価替準備業務委託料
　　　　　　　　　　　　3,150
電算業務委託料　22,402

土地、家屋の異動
修正分や家屋、
償却資産の新規
登録の誤りや漏れ
を防ぐ。

４　【事業費の内容（決算額）】３　【年度目標】

細目名 関連計画
総務費 徴税費

款 項

事
業
期
間

開始年度

H18 単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

2

市単独

税務課
飯村　茂

小松﨑慎治

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

補助率

7,253

66,471 58,000

26年度（目標）

50,80050,700

補助金の有無

市内に存在する固定資産（土地・家屋・償却資産）

3,909 15,693

59,779 57,086

159,475筆

3,000千円

80棟
80筆

千円

26年度（計画） 27年度（計画）

対
象
指
標

50,900 51,000

159,069 159,475 159,835 16,000

固定資産税（家屋）

固定資産税（土地）

固定資産税（償却資産）

単位

固定資産税還付金

④
対象
指標
⑤

成果
指標

５　事務事業の目的と手段
57,409棟

866百万

5,000千円

固定資産税（償却資産）

固定資産を正確に把握することにより適正化かつ公平
な賦課の実現

固定資産税（土地）

漏れ家屋調査等による税額

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

50件
34,000件

償却資産調査

⑥
活動
指標

漏れ家屋調査
土地現況調査

納税通知発送件数

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

【PLAN】事務事業の計画

終了年度

評価区分

評価事業

総
合
計
画

予
算
科
目

固定資産賦課事業

小施策

新規・継続
小政策
施策

会計
一般

当
年
度
計
画

１　【事務事業の全体概要及び背景】

３．財政運営
２．財源の確保

固定資産標準地評価事務

地方税法に基づいた固定資産税の賦課
・土地・・・時点修正の実施。登記分、農転分等の異動処
理。
・家屋・・・新増築分及び賦課漏れ家屋評価、滅失家屋
の把握、課税登録。
償却資産・・・増減分、新規分の課税登録。

地方税法に基づいた固定資産税の賦課
（平成24年度評価替に向けた準備事務）
・土地・・・宅地等の時点修正、地目毎の評価替電算支
持、支援システム更新委託。
・家屋・・・新増築分及び賦課漏れ家屋評価、滅失家屋
の把握。既存家屋の評価替の電算委託。
・償却資産・・・課税登録、評価替電算処理。

評価替準備業務委託料
　　　　　　　　　　　　2,761
電算業務委託料　20,011

【DO】事務事業の実施

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

固定資産税（家屋）

　地方税法第342条の規定により，固
定資産税は固定資産に対し当該固
定資産所在の市町村において課税
する。
 ・土地家屋の3年毎の評価替。・土地
価格の時点修正。

土地、家屋の異動
修正分や家屋、
償却資産の新規
登録の誤りや漏れ
を防ぐ。

・地価公示価格等を基にした基準地の時点修正
・新，増築家屋の調査及び漏れ家屋等の確認
・課税データの異動処理等を反映した納税通知書発
送

28年度（目標）

（予算額）
翌
年
度
計
画



効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
固定資産税は、市財政の根幹であり必要不可欠な事務である。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

その他

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

自主財源の確保のため、法令に基づいた固定資産税の賦課を行っている。漏れ家屋等を
調査しているが，全体の割合からするとごく僅かであり成果向上の余地は少ない。

膨大な課税客体への賦課は、担当職員だけでは不可能であり電算業務を委託することで、
適切な納税通知書の発送ができている。
また，家屋等の調査から課税データへの移行作業など職員の労力を要するためアウトソー
シングについて今後検討していきたい。

有
効
性
評
価

①改革・改善案

市税の根幹をなすものであり、課税の適正さ、公平さ
を欠くことになるため、継続が不可欠である。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

必要性

有効性

効率性

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

アウトソーシングまではいかないが、例えば家屋評価業務支援システムの導入により、家屋
の調査から課税データへの移行作業については、格段に省力化された。

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

名称特になし

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 改善し，継続

チェックについては、最低一回は行う。

評価理由
膨大な量の土地、家屋、償却資産の適正な課税のためには、より高い正
確性が要求されることから、人員増が必要なものと考える。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

部内での位置付け

拡  　　　　　充

上  　　　　　位

資源配分

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【PLAN】事務事業の計画

土地、家屋の異動修正誤り及びチェック。

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案

課題なし



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

予
算
科
目

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】

当
年
度
計
画

地方税法に基づいた市民税の賦課
確定申告事務　　市県民税申告、確定申告、給与支払
報告書等をもとに賦課

　地方税法第294条及び笠間市税条
例第23条の規定により，市内に住所
を有する個人に対して均等割額及び
所得割額の税を課す。  確定申告2月
16日～3月15日　　5・6月税額確定
納税通知発送

翌
年
度
計
画

地方税法に基づいた市民税の賦課
確定申告事務　　市県民税申告、確定申告、給与支払
報告書等をもとに賦課

項

納税義務者数

総
合
計
画

地方税法

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

目

共催者・関係団体

電算業務委託　　17,881千円
人材派遣委託料 　4,188千円
地方税電子化協議会負担金
　　　　　　　　　　　　　 950千
円

個人市民税調定額

５　事務事業の目的と手段
人

市県民税の納税義務者

納税義務者に対する適正な賦課

件

普通徴収者数

・確定申告，市県民税申告
・給与支払報告書等からのデータ投入
・普通徴収者への納税通知書発送

単位

千円

28年度（目標）

0

0

対
象
指
標
成
果
指
標

3,268,132

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

飯村　茂
羽持　千晴

―

○
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

H18 単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

3

市単独

税務課

３．財政運営
２．財源の確保

市民税・諸税賦課事業

細目名 関連計画
総務費 徴税費

款

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

実施手法

⑥
活動
指標

26年度（計画） 27年度（計画）

9

手
段

0

0

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

22年度（実績） 25年度（計画）

事業費及び指標の推移

人
申告受付件数
特別徴収者数

人

0

特別徴収者数

24年度（目標）

0

7,618

74,550

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

15,168

0

6,806

26年度（目標）

18,149

15,351

00

58,425

15,839

18,063

22年度（実績） 23年度（実績）

4,500 5,100

36,41736,854

3,151,761

活
動
指
標

0

0 0

0

95,864

25年度（目標）

26年度

27年度（目標）

実施計画事務事業

根拠法令

順位

0

0

千円

千円

9.94 7.79

1,314

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

単位

普通徴収者数

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費

時間外

嘱託臨時

他課の協力分

職員割合

87,418

千円

1,562

千円

千円

110,536

072,457

2,632

コスト指標

0

人

件申告受付件数

24年度

18,923

0

評価区分

評価事業

税務総務費

６.人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３．自治を育み，創造的な行財政運営を推進します

個人市・県民税賦課事務

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

小政策
施策

小施策
会計
一般

目
的 ⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

④
対象
指標

千円

千円 0

23,118

23,118 23,407

23,407

0

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

人

人

千円

納税義務者数

個人市民税調定額

円

27年度単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）

納税義務者一人あたり賦課費用 円 2,999

（予算額）
電算業務委託　　17,404千円
人材派遣委託料 　4,145千円
地方税電子化協議会負担金
　　　　　　　　　　　　　 973千
円

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

①改革・改善案

その他

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

申告期間前後の派遣職員や臨時職員の増員などにより職員時間外勤務の削減が期待でき
る。
また，今後のe-TAX，e-LTAXの普及促進などにより事務の効率化が期待できる。

　早期に雑損控除の相談会若しくは、相談期
間を設け、申告期間の申告待ち時間及び事
務量の軽減を図る。

　基幹税収のため、休止・廃止は考えられない。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

資源配分
総合評価

（担当部長）

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

法的に定められた事務であり、かつ市財政の根幹を成すものである。公
平、適正な賦課を実施するにあたり必要な人員並びに資源を投入する
のは、ある程度やむを得ないと考えるが、申告期間中の人員配置体制な
ど再度検討し改善する必要がある。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

現  状  維  持

上  　　　　　位

【PLAN】事務事業の計画

部内での位置付け

③前年度の改革・改善案

名称

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
個人市民税の賦課は，市財政の根幹を成すもので必要不可欠な事務である。

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

震災による雑損控除計算書作成について　　税務署との合同相談会及び窓口対応（1月16
日から2月12日　約４００件）を行ったが、それでも申告期間中約1,000件の相談があった。

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

確定申告事務に対応する税務課職員が不足するため税務経験職員の応援を受けているが，年々協力をえることが困難な状況になっている。
申告受付後の膨大な課税資料整理を短期間で処理しなければならないため，派遣職員を活用しているが職員の負担も多い。

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

個人市民税は，社会情勢，景気動向などの影響が大きいため，更なる成果向上の余地は
少ない。



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

法人1社あたりの賦課コスト

28年度27年度

円 5,897

円

3,490

単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）コスト指標

社

千円

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

0

224

224 0

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

8,475

5,250

5,250

8,699

評価区分

評価事業

６.人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３．自治を育み，創造的な行財政運営を推進します

法人市民税賦課事務

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

社法人税申告数

法人税調定額

法人数

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

実施計画事務事業

0

27年度（目標）

0 0

0

根拠法令

順位

0 0

25年度（目標）

0

0

0

0

24年度 26年度

1,900

0 0

0

0

0

0

1.13 8,475 0.70 5,250 0 0

1,5041,475

617,126

0

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画） 26年度（計画） 27年度（計画）22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

1,946
活
動
指
標

25年度（計画）

24年度（目標） 26年度（目標）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

実施手法

　地方税法第294条及び笠間市税条
例第23条の規定により，市内に住所
を有する法人に対して均等割額及び
所得割額の税を課す。

予
算
科
目

会計
一般 総務費 徴税費 市民税・諸税賦課事業

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
２．行政運営
５．市民サービス・行政手続の効率化

H18 単年度繰り返し

所属部課名

課長名

―

4

市単独

税務課
飯村　茂

羽持　千晴

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

対
象
指
標
成
果
指
標

596,531

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
社

千円

社

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

法人数
市内に事業所等を有する法人

納税義務者に対する適正な賦課
法人税調定額

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

法人税申告数
・対象法人への申告書発送
・法人からの申告に基づく賦課の決定と徴収

印刷製本費　225千円　電算
委託料は個人市県民税分に
含まれる。

総
合
計
画

地方税法

１　【事務事業の全体概要及び背景】

賦課徴収費

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

地方税法に基づく法人税の賦課及び徴収     決算時期
のに対して申告書を送付。　未納法人に対して督促状の
送付。

地方税法に基づく法人税の賦課及び徴収　　　決算時
期のに対して申告書を送付。　未納法人に対して督促状
の送付。

（予算額）
印刷製本費は隔年のためなし

手
段



効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

法人市民税は，社会情勢，景気動向などの影響が大きいため更なる成果向上の余地は少
ない。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
法人市民税の賦課は財政の根幹を成すものであり必要不可欠な事務である。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
電算業務委託等により効率化を図っている。

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

法的に定められた事務であり、かつ市財政の根幹を成すものである。公
平、適正な賦課を実施するにあたり必要な人員並びに資源を投入する
のは、ある程度やむを得ないと考える。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

部内での位置付け

現  状  維  持

上  　　　　　位

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

　基幹税収のため休止・廃止は考えられない。

　法人の確定申告により多額の税収還付金が発生し、予算（２３．償還金）の不足が生じる場合がある。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

地方税に基づく軽自動車税の賦課　　新規登録・廃車・
所有者変更等の移動処理　　納税通知書の発送　　課
税減免申告の受付・決定通知の発送

地方税に基づく軽自動車税の賦課　　新規登録・廃車・
所有者変更等の移動処理　　納税通知書の発送　　課
税減免申告の受付・決定通知の発送

電算業務委託料　3,899千円
軽自動車税課税客体捕捉事
務負担金　　　　　　　　396千
円

総
合
計
画

地方税法

１　【事務事業の全体概要及び背景】

根拠法令

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

軽自動車税申告書受付

・軽自動車申告に基づく賦課決定と納税通知書発送

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

課税客体数
賦課期日に軽自動車を所有する者

納税義務者に対する適正な賦課
軽自動車税調定額 千円

台

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
台

対
象
指
標
成
果
指
標

151,679

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

飯村　茂
羽持　千晴

―

○
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

H18 単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

5

市単独

税務課

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
３．財政運営
２．財源の確保

　地方税法第442条の2により軽自動
車等の主たる定置場所の市町村にお
いて、その所有者に課す。　窓口での
申告受付、軽自動車検査協会及び
運輸支局からの通知等により課税客
体を把握する。

予
算
科
目

会計
一般 総務費 徴税費 市民税・諸税賦課事業

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

実施手法

26年度（目標）

活
動
指
標

25年度（計画）

24年度（目標）

22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

2,626

26年度（計画） 27年度（計画） 28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

0

31,69231,912

155,367

0 01.42 10,650 0.90 6,750

0 0

0

0

0

10,650

10,649

6,750

14,379

25年度（目標）

2,603

26年度

336

0

0

0

00 0

順位

実施計画事務事業

0

27年度（目標）

0 0

0

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

コスト指標

台軽自動車税申告書受付

課税客体数

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

評価区分

評価事業

６.人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３．自治を育み，創造的な行財政運営を推進します

軽自動車税賦課事務

賦課徴収費

24年度

0

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

0

3,729

3,729 3,899

3,899

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

台

千円軽自動車税調定額

円 459

円

1台あたりの賦課コスト

（予算額）
電算業務委託料　3,963千円
軽自動車税課税客体捕捉事
務負担金　　　　　　　　408千
円

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）



　広報等により、死亡者や転出時の手続きや減免申請の案内等を市民に周知し、法に基づいた適正な事務処理をすることにより、市民の不満や苦情
を防ぐ。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

資源配分

部内での位置付け

現  状  維  持

上  　　　　　位

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

法的に定められた事務であり、かつ市財政の根幹を成すものである。公
平、適正な賦課を実施するにあたり必要な人員並びに資源を投入する
のは、ある程度やむを得ないと考える。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

　入力誤り（廃車もれ、登録もれ）があり、誤った課税があった。

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
電算業務委託等により効率化を図っている。

　課税資料入力後のチェック体制の強化を図
る。

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

　基幹税収のため、休止・廃止は考えられない。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
軽自動車税の賦課は財政の根幹を成すものであり必要不可欠な事務である。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

社会情勢の変化等に影響を受け軽自動車の台数は年々伸びているが，工夫等によるもの
ではなく成果向上の余地は少ない。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

青色申告1件あたりの補助額

28年度27年度

円 175

円

230

単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）コスト指標

人

件

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

0

378

378 228

228

0 0

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

24年度

300

評価区分

評価事業

６.人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３．自治を育み，創造的な行財政運営を推進します

青色申告会補助金交付事務

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

千円補助金額

青色申告件数

青色申告会員数

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

実施計画事務事業

0

27年度（目標）

0 0

0

根拠法令

順位

25年度（目標）

0 0

0 0

0

0

0

26年度

678

0

378

0

603

375

00.04 300 0.05 375 0 0

819841

990

0

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画） 26年度（計画） 27年度（計画）22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

228
活
動
指
標

25年度（計画）

24年度（目標） 26年度（目標）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ○

実施手法

　青色申告会は，納税意識の向上と
会員の健全な発展を目的とした事業
活動を実施しており，その運営に対
する補助を合併前から3地区で実施し
てきたところである。2３年度からは，
会員に対して実施する記帳指導や申
告指導等の事業活動に対し補助する
こととした。

予
算
科
目

会計
一般 総務費 徴税費 市民税・諸税賦課事業

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
３．財政運営
２．財源の確保

H18 単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

6

市単独

税務課
飯村　茂

羽持　千晴

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

対
象
指
標
成
果
指
標

2,159

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

件

千円

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

青色申告会員数
笠間市青色申告会会員及び市民

笠間市青色申告会会員等へ税制等の啓発及び青色
申告制度の普及促進

青色申告件数

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

補助金額

・青色申告会が実施する事業への補助

青色申告会補助金　228

総
合
計
画

１　【事務事業の全体概要及び背景】

賦課徴収費

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

青色申告会への補助金廃止

青色申告会への補助金交付（平成23年度は6割交付）

（予算額）

手
段



効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

確定申告事務などの事務軽減効果は認められるが，笠間市の青色申告件数（2159件）のう
ち，青色申告会の会員数は８４１人という状況であり，研修会や申告指導なども会員向けで
あるため補助金の有効性は高いとはいえない。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

青色申告会による青色申告推進活動により，笠間市の確定申告事務の軽減につながって
いる。また、青色申告会が実施している活動内容は、納税意識の向上を図る研修会や申告
指導など、税に対する啓蒙活動を実施していることから必要性は認められる。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

青色申告会の記帳指導や申告指導等の事業活動に対する補助金としており，市からの応
分の支出はやむを得ないが，当会の決算状況では繰越金が補助金を上回っており，補助
金に頼らずに事業が展開できる状況にあるため，補助金の効率性は高くない。

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

補助金検討委員会の答申を重視し，廃止はやむを得ないものと判断する。
なお，経過措置として平成23年度は，22年度の補助額の6割を交付し，平成24年度から廃
止とする。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 廃止
評価理由

補助金検討委員会の答申及び社会情勢により、廃止はやむを得ない。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

部内での位置付け

－

－

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

③前年度の改革・改善案

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

法人会補助金の廃止

法人会への補助金交付 法人会補助金　185

総
合
計
画

１　【事務事業の全体概要及び背景】

根拠法令

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

法人会補助金

・法人会が実施する事業への補助

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

笠間市法人会員数
笠間市法人会会員及び市民

笠間市法人会会員等への納税意識の向上
市内小学校への租税教室開催数 回

千円

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
社

対
象
指
標
成
果
指
標

14

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

飯村　茂
羽持　千晴

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

H18 単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

7

市単独

税務課

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
３．財政運営
２．財源の確保

　法人会は，会員等に対し納税意識
の向上と地域社会の健全な発展を目
的とした活動を実施しており，その運
営に対し合併前から３地区では補助
を行ってきたところである。22年度か
らは，市内小中学生を対象にした租
税教室や会員に対して実施する各種
研修会等の事業活動に対し補助する
こととした。

予
算
科
目

会計
一般 総務費 徴税費 市民税・諸税賦課事業

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ○

実施手法

26年度（目標）

活
動
指
標

25年度（計画）

24年度（目標）

22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

184

26年度（計画） 27年度（計画） 28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

0

489511

14

0 00.04 300 0.04 300

0 0

0

0

0

300

484

300

606

25年度（目標）

306

26年度

13,214

0

0

0

00 0

順位

実施計画事務事業

0

27年度（目標）

0 0

0

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

コスト指標

千円法人会補助金

笠間市法人会員数

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

評価区分

評価事業

６.人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３．自治を育み，創造的な行財政運営を推進します

法人会補助金交付事務

賦課徴収費

24年度

0

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

0

306

306 184

184

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

社

回市内小学校への租税教室開催数

円 21,857

円

租税教室1回あたりのコスト

（予算額）

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）



②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

資源配分

部内での位置付け

－

－

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 廃止
評価理由

補助金検討委員会の答申及び社会情勢により、廃止はやむを得ない。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

法人会補助の廃止

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

　法人会の租税教室等の事業活動に対する補助金としているが，当会の決算状況では繰
越金が補助金を上回っており，補助金に頼らずに事業が展開できる状況にあるため，補助
金の効率性は高くない。

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

法人会で実施している市内小中学校への租税教室は、市でも実施しているところであるが，
今後も税制の普及啓発には行政機関だけでは限界があるため，法人会の取組みが必要で
ある。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

税に関する啓発活動を行う上で、行政側が実施する以上に法人会等の公益的な組織によ
る活動が、一般の方や子どもたちへの納税意識や理解を深める上で有効である。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

催告書発送

28年度27年度

円 80

円 540 540

80

財産調査

単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）コスト指標

件

人

％

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

0

14,958

14,958 18,368

18,368

0 0

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

24年度

382

1,288 4,188

89

55,770

評価区分

評価事業

６.人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３．自治を育み，創造的な行財政運営を推進します

収納事務

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

件

通催告書及び差押予告書発送　

徴収率

滞納者数

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

差押件数

実施計画事務事業

2

0

27年度（目標）

0 0

0

根拠法令

順位

25年度（目標）

909089

0 0

0 0

0

0

0

26年度

89

70,728

0

4,927

21,840

0

83,042

64,674

2,286

06.95 52,125 7.76 58,200 0 0

8,5539,564

79

461

0

2,357

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画） 26年度（計画） 27年度（計画）22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

6,500

26,000
活
動
指
標

25年度（計画）

財産調査

24年度（目標） 26年度（目標）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

実施手法

滞納整理については、大多数の納税
者が納期内に納税していることを念
頭に、適切な対応により自主納付を
促進し、納税に誠意がない者に対し
ては、税負担の公平性を確保するた
め、法に基づき財産調査のうえ差押
等、厳正な滞納処分を実施している。

予
算
科
目

会計
一般 総務費 徴税費 賦課徴収費標準的事業（収納G）

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
３．財政運営
２．財源の確保

H18 単年度繰返し

所属部課名

課長名

○

8

市単独

税務課
飯村　茂

古谷　茂則

○

○
負担金の有無

継続

担当者名

7

事業数
部内優先順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

対
象
指
標
成
果
指
標

87

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

％

通

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

滞納者数
納税義務者（滞納者）

徴収率の向上
徴収率

差押件数

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

催告書及び差押予告書発送
財産調査

催告書等発送，財産調査，滞納処分
件

賦課徴収費　１８，３６８　千円

総
合
計
画

茨城県、茨城租税債
権管理機構

笠間市税収納特別対策本部
国税徴収法、地方税法　他

１　【事務事業の全体概要及び背景】
徴収率
現年分　９７．２％
滞繰分　１８．０％
現繰計　８８．０％

賦課徴収費

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

催告書及び差押予告書の送付、財産調査、滞納処分、
公売、執行停止

催告書及び差押予告書の送付、財産調査、滞納処分、
公売、執行停止

（予算額）
賦課徴収費　１８，８４６　千円

徴収率
現年分　９７．４％
滞繰分　１８．４％
現繰計　８８．５％

手
段 件



効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

催告手法を変える等、更なる滞納処分の強化及び公売等により更なる効果がでると思われ
る。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

市財政の自主財源の確保、税負担の公平性の観点から、健全財政を確保する為に実施し
なければならない。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

現在、地区割り担当で事案管理を進めている
が、事案に沿った催告ができるよう、一担当
者の滞納者数を管理可能な数に削減するこ
とが必要と思われることから、専門的な知識を
習得した適材と思われる職員を数年間継続し
て配置することが必要と思われる。

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
臨時職員等の採用により、業務分担を細分化し、効率化をはかっている。

徴収事務に精通した職員の育成をしていく。
催告書等発送において、封筒及び催告書等
の色や内容を変えるなどし、滞納者が文書を
読む工夫をする。

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

市財源の確保、税負担の公平性から、今後も継続し徴収業務を実施していかなければなら
ないと考えられます。社会情勢の変化に伴い、滞納整理の手法も恒に変化しております。今
後も、新しい手法を取り入れながら徴収率向上を図って行きたいといと考えます。
しかし、事務事業評価については、評価されて廃止・継続の判断をする事業と捕らえるかは
疑問に思われます。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

不動産差押物件において長期差押が多
数あり、公売案件については茨城租税債
権管理機構への移管により物件の公売を
実施していたが、市単独で公売を進め、
塩漬け案件を解消したい。

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 改善し，継続

水戸県税事務所及び茨城租税債権管理
機構への職員派遣。
平成２３年度において、市単独による不
動産会場公売を実施した。

評価理由
経済状況の悪化や震災による影響等により、社会環境は厳しい状況に
ある中、滞納整理事業を強化し納税催告、納税相談、財産調査等を効
果的に実施し、法的に迅速に処理していくことが必要と考えられる。この
ため、滞納整理事業を継続・強化し財源を確保していくことが不可欠で
あり、新たな滞納を増やさない工夫や改善を行う必要がある。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

部内での位置付け

拡  　　　　　充

上  　　　　　位

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

③前年度の改革・改善案

長引く景気低迷及び東日本大震災により雇用環境の悪化により、税収確保について厳しい状況である。このため、徹底した財産調査を行い、滞納処
分の強化を図り、徴収確保に努める。一方、迅速な差押等、財産が無いものや、生活困窮者、居所不明等については、滞納者にも様々な滞納理由
がありますので、個別に納税相談の機会を設け、生活状況を聴取、調査のうえ滞納者の現況に応じた納税の指導も行っております。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

担当地区内の交通弱者等自主納付困難者宅への訪問
徴収。
財産調査及び現地調査、電話催告等、単なる集金人に
ならないよう完納に結びつく指導をする。

地区割り担当とし、担当地区内滞納者宅への訪問徴収
及び納税指導の実施。

徴収嘱託員費　１６，８２８千
円

総
合
計
画

国税徴収法、地方税法　他

１　【事務事業の全体概要及び背景】

根拠法令

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

訪問件数

臨戸による納税意識の向上

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

滞納者数
納税義務者（滞納者）

臨戸徴収
徴収嘱託員徴収額 円

件

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

対
象
指
標
成
果
指
標

315,560,611

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

飯村　茂
古谷　茂則

○

―
負担金の有無

継続

担当者名

7

事業数
部内優先順位

H18 単年度繰返し

所属部課名

課長名

○

9

市単独

税務課

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
３．財政運営
２．財源の確保

長引く景気低迷及び東日本大震災
等により、市税等の収納率は低下す
る傾向にある。収納率向上を目的とし
て、徴収嘱託員を委嘱し、臨戸訪問
による納税指導等と市税徴収を実
施。

予
算
科
目

会計
一般 総務費 徴税費 賦課徴収費標準的事業（収納G)

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

実施手法

26年度（目標）

活
動
指
標

25年度（計画）

24年度（目標）

22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

11,787

26年度（計画） 27年度（計画） 28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

0

8,5539,564

302,995,868

0 00.74 5,550 0.45 3,375

0 0

0

0

0

5,550

20,203

3,375

23,340

25年度（目標）

16,749

26年度

1,427

0

0

0

00 0

順位

実施計画事務事業

2

0

27年度（目標）

0 0

0

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

コスト指標

件訪問件数

滞納者数

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

評価区分

評価事業

６.人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３．自治を育み，創造的な行財政運営を推進します

徴収嘱託員事務

賦課徴収費

24年度

0

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

0

17,790

17,790 16,828

16,828

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

人

円徴収嘱託員徴収額

円 1,470

円

訪問件数／件

（予算額）
徴収嘱託員費　１５，５２４千円

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）



長引く景気低迷及び東日本大震災等により、市税等の収納率は低下する傾向にある。収納率向上を目的として、徴収嘱託員を委嘱し、臨戸訪問によ
る納税指導等と市税徴収を実施しているが、単なる集金人となっているケースが多く、結果、小額分納を認めることとなり滞納額の削減に繋がらない
ケースが多く見受けられる。しかし、交通弱者など自主納付困難者からの訪問徴収要望の声も依然としてある状況。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

地区担当職員が判断した案件のみ訪問
徴収を依頼し、滞納額の減少に繋がらな
い案件については担当職員が納税相談
等を実施した。

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

資源配分

部内での位置付け

縮  　　　　　小

上  　　　　　位

徴収嘱託員と担当職員の連携を密にし職員
が全案件を管理する。
担当者一人当たりの管理案件数を管理可能
件数に減らすことが必要である。

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 改善し，継続

徴収嘱託員業務及び各規則等の見直し
に取り組んでいる。

評価理由
職員だけで全ての滞納者を管理することは困難である。また、交通弱者
の納税にも対応することが必要であることから徴収嘱託員を無くすことは
できないが、滞納を増やす要因にもなりかねないことから、制度の見直し
等が必要となっている。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

本来、自主納付が基本であるが、長年の訪問徴収が当たり前のようになっている納税者が
多くみられ、結果、滞納を増やしている要因のひとつとも思われる。自主納付を「しょうよう」
することにより徴収嘱託員を減らし、人件費の削減及び徴収率の向上につなげたい。但し、
交通弱者等も考慮し人員は削減しても無くすことはできないと思われる。

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

滞納処分、納税相談により自主納付をしょうようすることで、訪問徴収を減少させることにより
人件費の削減ができると考えられる。

集金人とならないよう、交通弱者など特別な
理由のない訪問徴収は行わない。また、訪問
のさいに安易な小額分納を認める対応は行
わない。

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

現在、滞納者の人数は減少し９，０００人を割っているが、職員のみで全滞納者の対応は難
しい状況であり、徴収嘱託員と担当職員の連携をとりながら、口座振替の推進や分納誓約
に伴う訪問徴収における履行管理をし、収納率を向上させるために必要である。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

定期的に納税者と接することにより、滞納額を徴収することにより、納税意欲の向上も図ら
れ、滞納防止に繋がっている。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

１件当りの収納データ業務委託料(OCR)

28年度27年度

円 18

円 10 10

18

１件当りの口座振替手数料

単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）コスト指標

件

回

％

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

0

7,290

7,290 6,711

6,711

0 0

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

24年度

25,546

評価区分

評価事業

６.人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３．自治を育み，創造的な行財政運営を推進します

納税管理事務

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

件

件消込み件数

広報回数

口座振替収納割合

納税義務者（収納調定件数）

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

実施計画事務事業

0

27年度（目標）

0 0

0

根拠法令

順位

25年度（目標）

0 0

0 0

0

0

0

26年度

32,836

0

83,600

301,563

0

29,634

22,923

798

03.30 24,750 2.95 22,125 0 0

350,870351,858

16

0

796

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画） 26年度（計画） 27年度（計画）22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

83,317

285,279
活
動
指
標

25年度（計画）

口座振替者件数

24年度（目標） 26年度（目標）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ―
実施手法

収納データ化委託による効率的な消
込業務を実施し、適正な収納管理を
図る。また、口座振替による自主納付
を推進することにより、市税の健全な
財政運営を図る。

予
算
科
目

会計
一般 総務費 徴税費 賦課徴収費標準的事業（管理G）

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
３．財政運営
２．財源の確保

H18 単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

10

市単独

総務部税務課
飯村　茂

横田　繁稔

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

対
象
指
標
成
果
指
標

14

31 30

目
的

単位

口座振替収納割合

④
対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
件

回

件

％

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

納税義務者（収納調定件数）
納税義務者（収納調定件数）

適正な収納管理及び収納データ化委託による消込業
務の効率化，口座振替の利用推進

広報回数

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

消込み件数
口座振替者件数

消し込み，口座振替
件

収納データ業務委託料
3,219千円
電算業務委託料　1,663千円
印刷製本費　1,449千円
口座振替手数料　380千円

総
合
計
画

国税徴収法、地方税法

１　【事務事業の全体概要及び背景】

賦課徴収費

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

市税等の適正な収納消込み処理及び収納管理
口座振替制度の推進及び口座振替分の収納管理

市税等の適正な収納消込み処理及び収納管理
口座振替制度の推進及び口座振替分の収納管理

（予算額）
収納データ業務委託料
4,077千円
電算業務委託料　1,305千円
印刷製本費　1,661千円
口座振替手数料　462千円

手
段



効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

公正・公平な市税収納事務を円滑に行うため、納税状況の把握、過誤納金の還付、口座振
替などにより、市税財源の管理及び滞納整理の促進を図る。
口座振替事務は、納税者にとっても納税忘れの防止になり、市にとっても安定した税収を確
保するために大変有効な方法であり、今後も広報等により広くＰＲをしていく。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

歳入の根幹を成す市税の収納管理は、必要不可欠な事業であり、納税者の納税意識の向
上と利便性、収納管理事務の効率化を図る上で必要。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

収納情報データ化委託事業の導入により、消込み時間が短縮され、納付確認が早くなり督
促状や催告書の行き違いが防止されるとともに、過誤納金還付・充当等も迅速に処理され
ている。

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

市税収納率を向上させるために、自主納付の拡充を図る必要があると考
えられることから、さらなる口座振替の推進、納付手段の多様化、納税広
報及び街頭による啓蒙活動、関係機関との連携強化を図り、今後も、早
期納税を推進する。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

部内での位置付け

現  状  維  持

上  　　　　　位

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

③前年度の改革・改善案

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

月６回方式で伝送されるコンビニ収納データの適正な消
し込み処理業務
コンビニ収納利用状況の適正な管理業務

月６回方式で伝送されるコンビニ収納データの適正な消
し込み処理業務
コンビニ収納利用状況の適正な管理業務

収納代行業務委託手数料
　　　　　　　　　　1,738千円

総
合
計
画

国税徴収法、地方税法

１　【事務事業の全体概要及び背景】

根拠法令

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

コンビニ納付件数

コンビニ納付

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

全納付件数
納税義務者

コンビニ収納の周知徹底
コンビニ納付額 円

件

％

目
的

単位

コンビニ納付利用割合

④
対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
件

対
象
指
標
成
果
指
標

835,783,989

19 21

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

飯村　茂
横田　繁稔

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

H20 単年度繰返し

所属部課名

課長名

―
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総務部税務課

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
３．財政運営
２．財源の確保

収納率向上を図るため、納税者の利
便性を考慮したコンビニ納付を実施
する。

予
算
科
目

会計
一般 総務費 徴税費 賦課徴収標準的事業（管理G）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ―
実施手法

26年度（目標）

活
動
指
標

25年度（計画）

24年度（目標）

22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

58,576

26年度（計画） 27年度（計画） 28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

0

275,355270,825

931,720,310

0 00.54 4,050 0.28 2,100

0 0

0

0

0

4,050

3,838

2,100

5,626

25年度（目標）

51,512

26年度

60

0

0

0

00 0

順位

実施計画事務事業

0

27年度（目標）

0 0

0

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

コスト指標

件コンビニ納付件数

全納付件数

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

評価区分

評価事業

６.人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３．自治を育み，創造的な行財政運営を推進します

コンビニ収納事務

賦課徴収費

24年度

0

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

0

1,576

1,576 1,738

1,738

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

件

円

％

コンビニ納付額

コンビニ納付利用割合

円 60

円

コンビニ収納１件当りの手数料

（予算額）
収納代行業務委託手数料
　　　　　　　　　　1,736千円

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）



納付方法の拡大は、市民サービス向上への貢献が高く、便利であるとの意見が多く聞かれた。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

資源配分

部内での位置付け

拡  　　　　　充

上  　　　　　位

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

共働き及び生活様式の多様化に伴い、全国どこでも２４時間利用できる
コンビニ納付は利用率が高くなっており、納税相談による分割納付者か
らもコンビニでの納付希望が多くなっていることから、さらに推進してい
く。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

ランニングコストとして収納手数料が割高であるが、納期内納付が増え、督促状の発送件数
が減少するなど、徴税コストの削減が図られる。

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
納税者の納付の機会・利便性を拡充することで、市税等の財源の確保が図られる。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

全国どこのコンビニでも納付が可能なうえ、共働き、生活様式の多様化に伴い、休日夜間で
も利用できるコンビニ収納サービスは、極めて有効である。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

罹災証明1件あたりのコスト

28年度27年度

円

円

340

単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）コスト指標

件

件

千円

千円

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

00 0 0 0

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

24年度

21

0

評価区分

評価外事業

６.人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３．自治を育み，創造的な行財政運営を推進します

被災家屋判定，市税減免措置事務

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

件

件一部損壊判定件数

固定資産税減免額

市民税減免額

罹災証明申請件数

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

全壊・大規模半壊件数

実施計画事務事業

0

27年度（目標）

0 0

0

根拠法令

順位

25年度（目標）

0 0

0 0

0

0

0

26年度

0

0

0

3,150

3,150

00 0.42 3,150 0 0

9,251

7,330

0

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画） 26年度（計画） 27年度（計画）22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

135

7,017
活
動
指
標

25年度（計画）

半壊判定件数

24年度（目標） 26年度（目標）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

実施手法

　罹災証明申請に対する被害割合判
定を写真や現地調査により判定す
る。市税の減免については，この罹災
判定上の被害割合の２０％以上が減
免の要件に該当する。
　・個人市民税　３０％以上
　・固定資産税　２０％以上

予
算
科
目

会計 細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
３．財政運営
２．財源の確保

H23 H23

所属部課名

課長名

―
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税務課
飯村　　　茂
打越　久勝

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

対
象
指
標
成
果
指
標

1,660

目
的

単位

市民税減免額

④
対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
件

千円

件

千円

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

罹災証明申請件数
被災者

被災者(半壊以上）の市税減免
固定資産税減免額

全壊・大規模半壊件数

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

一部損壊判定件数
半壊判定件数

被災家屋の被害割合判定
件

総
合
計
画

地方税法，市税災害減免要綱

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

罹災証明申請家屋の被災割合判定及び市民税・固定資
産税の減免措置

（予算額）

手
段 件



効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 事業完了
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

部内での位置付け

－

－

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

③前年度の改革・改善案

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）




